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第 １ ６ - ０ ２ ９ 号 

     ２０１７年１月２７日  

 平成２９年３月期 第３四半期決算について 

ＡＮＡホールディングスは、本日１月２７日（金）、平成２９年３月期 第３四半期決算を取りまとめ

ました。詳細は「平成２９年３月期 第３四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２９年３月期 第３四半期の連結経営成績・連結財政状態 
（１）概況 

・当第３四半期のわが国経済は、設備投資等、一部に改善の遅れが見られる一方で、個人消費は

持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復基調が続きました。また、先行きについては、海外経

済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動に留意する必要があるものの、雇用・所得環境の

改善が続く中で、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待されております。 

・海外４都市に新規就航した前期に続き、当期も海外２都市への運航を開始する等、国際線ネットワ

ークの拡充を進めております。羽田では内際ネットワークの連携機能を、成田では国際ハブ空港と

しての国際線乗り継ぎ機能を強化し、首都圏デュアルハブモデルの進化に取り組んでいます。 
・世界における代表的な社会的責任投資（Ｓｏｃｉａｌｌｙ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ）の指標である、

「Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ａｓｉａ Ｐａｃｉｆｉｃ Ｉｎｄｅｘ」の構成銘柄に選定されました。 
・主力事業である航空事業において、国際線の事業規模拡大に伴い旅客数は好調に推移しました

が、円高に伴う外貨建て収入の円換算額の減少や燃油価格の下落に伴う燃油特別付加運賃収入

の減少等により、売上高は前年同期を下回りました。一方、円高の影響や燃油価格の下落による

費用の減少に加え、事業規模を拡大する中でも着実なコストマネジメントに努め費用を抑制したこ

とから、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに増益となりました。 

これらの結果、当第３四半期の連結経営成績は売上高が１兆３，３１７億円、営業利益は１，３０２

億円、経常利益は１，２４２億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は８６５億円となりました。 
単位：億円（増減率を除き、単位未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２９年３月期 
第３四半期 

平成２８年３月期 
第３四半期 増減 増減率(%) 

売 上 高 １３，３１７ １３，６９０ ▲３７２     ▲２．７ 
営 業 費 用 １２，０１５ １２，５２２ ▲５０７     ▲４．１ 
営 業 損 益 １，３０２ １，１６７ １３４  １１．５  
営 業 外 損 益 ▲５９ ▲４５ ▲１４ ―― 
経 常 損 益 １，２４２ １，１２１ １２０     １０．７ 
特 別 損 益  ２０ ５５ ▲３５   ▲６３．８ 

親会社株主に帰属する 
四 半 期 純 損 益 ８６５ ７３３ １３２     １８．０ 

   単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【セグメント情報】 
平成２９年３月期 

第３四半期 
平成２８年３月期 

第３四半期 増減 

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益 
航 空 事 業 １１，５７６ １，２１６ １１，８４２ １，１８６ ▲２６５ ３０ 
航空関連事業 １，９２５ ９０ １，７３０ ▲３８ １９４ １２９ 
旅 行 事 業 １，２２０ ３２ １，２９３ ４２ ▲７３ ▲９ 
商 社 事 業 １，０３３ ３８ １，０８４ ４４ ▲５０ ▲５ 
そ の 他 ２５１ １１ ２４５ １１ ６ ▲０ 
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（２）航空事業 
①国内線旅客 
・１０月初旬の台風や１２月の降雪の影響を受ける中でも、需要動向に応じて柔軟に各種割引運賃

を設定したこと等により、旅客数は前年同期を上回りましたが、単価が前年同期を下回ったことに

より、収入は前年同期を下回りました。 
・サマーダイヤから羽田＝宮古線を開設したほか、一部の路線において期間増便を継続する等、

需要の取り込みを図りました。また、１１月からのエアバスＡ３２１ｃｅｏ型機の運航開始を契機とし

て、予約状況に応じてきめ細かく運航機材の調整を行う需給適合強化策「ピタッとフリート」の運用

をさらに進め、座席利用率の向上を図りました。 
・九州における観光産業の早期復興に向けた「でかけよう九州」プロジェクトを実施したことに加え、

８月後半から連続して台風の被害に見舞われた北海道や、１０月に発生した地震の被害に見舞

われた鳥取県においても応援プロジェクトを実施し、渡航需要の喚起に努めました。 

結果として、国内線旅客収入は８７億円の減収（前年同期比１．７％減）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客】 平成２９年３月期 
第３四半期 

平成２８年３月期 
第３四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ５，２０１ ５，２８９   ▲８７  ▲１．７ 
旅客数（千人） ３２，６４５ ３２，５６２ ８３ ０．３ 
座席キロ（百万座席キロ） ４４，９５８ ４５，２０７ ▲２４８ ▲０．５ 
旅客キロ（百万人キロ） ２９，５６６ ２９，３３４ ２３１ ０．８ 
利用率（％） ６５．８ ６４．９   ０．９ ――― 

 

 ②国際線旅客 
・日本発ビジネス需要や海外発訪日需要が引き続き堅調に推移したため、旅客数は前年同期を上

回りました。一方、円高に伴う外貨建て収入の円換算額の減少や、燃油価格の下落に伴う燃油特

別付加運賃収入の減少等により、収入は前年同期を下回りました。 

・４月から成田＝武漢線、９月から成田＝プノンペン線、ウィンターダイヤから羽田＝ニューヨーク・

シカゴ・クアラルンプール線を新規開設したほか、成田＝ホーチミンシティ線を増便してネットワー

クの強化を図り、日本発ビジネス需要、海外発訪日需要、北米～アジア間乗り継ぎ需要を広範に

取り込みました。 
・需給環境が悪化している中国線を中心に、訪日需要を喚起するための海外発割引運賃を設定し、

プレジャー需要の取り込みにも努めました。 
・１１月より一部機材の国際線エンターテイメントプログラムにおいて、目や耳が不自由なお客様に

もお楽しみいただけるユニバーサル対応コンテンツを日本の航空会社として初めて導入しました。 

結果として、国際線旅客収入は２９億円の減収（前年同期比０．７％減）となりました。 
（増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客】 平成２９年３月期 
第３四半期 

平成２８年３月期 
第３四半期 増減 増減率(%) 

旅客収入（億円） ３，８８４ ３，９１３ ▲２９ ▲０．７ 
旅客数（千人） ６，７５１ ６，０５４ ６９６ １１．５ 
座席キロ（百万座席キロ） ４４，７５１ ４０，４４１ ４，３０９ １０．７ 
旅客キロ（百万人キロ） ３３，８２５ ３０，２２８ ３，５９７ １１．９ 
利用率（％） ７５．６ ７４．７ ０．８ ――― 
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③貨物 

・国内線貨物では、荷動きが堅調な宅配貨物を中心に需要の取り込みを図ったほか、高需要期に

貨物臨時便を設定しましたが、天候不順により北海道発の貨物取扱いが減少する等、航空貨物

需要全体が低調に推移したことから、輸送重量、収入ともに前年同期を下回りました。 
・国際線貨物では、貨物専用機の路線ネットワーク見直しによる需給適合を図りながら、堅調な三

国間流動の取り込みや、回復傾向にある日本発の貨物需要の取り込みを強化した結果、輸送重

量は前年同期を上回るとともに、９月以降は毎月過去最高を更新しました。一方で、円高に伴う海

外発貨物収入の減少や、代理店向けの国際貨物販売手数料を廃止して収入と費用を相殺したこ

と等の影響により、収入は前年同期を下回りました。 

結果として、国内線貨物収入は７億円の減収（前年同期比３．２％減）、国際線貨物収入は２０８億

円の減収（前年同期比２３．６％減）となりました。 
   （増減率、利用率を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物】 平成２９年３月期 
第３四半期 

平成２８年３月期 
第３四半期 増減 増減率(%) 

国

内

線 

貨物収入（億円）      ２３６      ２４４ ▲７ ▲３．２ 
輸送重量（千トン）     ３４７     ３６０ ▲１２  ▲３．５ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）     ３５３     ３６３ ▲１０  ▲２．８ 

国

際

線 

貨物収入（億円）     ６７５     ８８３ ▲２０８ ▲２３．６ 
輸送重量（千トン）     ７１５     ６１１ １０４ １７．１ 
有償貨物ﾄﾝｷﾛ（百万ﾄﾝｷﾛ）    ３，１０１ ２，６４２ ４５８ １７．４ 

 
④その他 
･マイレージ附帯収入やバニラ・エア㈱の収入、機内販売収入、整備受託収入等で構成される航空

事業におけるその他の収入は、１，５１７億円（前年同期比５．９％増）となりました。 
･バニラ・エア㈱では、４月から関西＝台北線、９月から台北＝ホーチミン線及び沖縄＝台北線、１２

月から成田＝セブ線に就航し、需要の取り込みを図りました。また、１１月からはバニラ・エア㈱の

ホームページにて、世界初のＬＣＣアライアンス「バリューアライアンス」メンバーであるスクート社の

乗り継ぎ便の一括予約が可能となりました。当第３四半期における輸送実績は、旅客数は１，５３２

千人（前年同期比１８．１％増）、利用率は８５．４％（前年同期差０．２ポイント減）となりました。 
 
（３）航空関連事業・旅行事業・商社事業・その他 
・航空関連事業では、羽田空港及び中部空港における空港地上支援業務の受託増等により、当第３

四半期の売上高は１，９２５億円（前年同期比１１．２％増）、営業利益は９０億円（前年同期は３８億

円の営業損失）となりました。 

・旅行事業では、国内旅行は主力商品の「ＡＮＡスカイホリデー」において集客が伸び悩んだこと等に

より、海外旅行は主力商品の「ＡＮＡハローツアー」においてテロの影響が残る欧州方面の取扱高

が減少したこと等により、ともに売上高は前年同期を下回りました。また、訪日旅行では、競争激化

の影響により取扱高は前年同期を下回りました。これらの結果、当第３四半期の売上高は１，２２０

億円（前年同期比５．７％減）、営業利益は３２億円（前年同期比２３．３％減）となりました。 

・商社事業では、リテール部門や食品部門の売上が減少したこと等から、当第３四半期の売上高は

１，０３３億円（前年同期比４．６％減）、営業利益は３８億円（前年同期比１３．５％減）となりました。 

・その他では、不動産関連事業が堅調に推移したこと等により、当第３四半期の売上高は２５１億円

（前年同期比２．６％増）となりましたが、営業利益は１１億円（前年同期比４．０％減）となりました。 
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（４）連結財政状態 
   （自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを除き単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２９年３月期 
第３四半期 平成２８年３月期 増減 

総資産（億円） ２２，６１１ ２２，２８８  ３２３ 
自己資本（億円）  （注１） ９，１７３ ７，８９８   １，２７４ 
自己資本比率（％） ４０．６ ３５．４  ５．１ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，２６７ ７，０３８ ２２８ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） ０．８ ０．９ ▲０．１ 
注１：自己資本は純資産合計から非支配株主持分を控除しています。 
注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 
注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

（５）連結キャッシュ・フロー 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２９年３月期 
第３四半期 

平成２８年３月期 
第３四半期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，７１３ ２，１５８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲１，７２５ ▲１，４７２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ３１ ▲８３２ 

現金および現金同等物期末残高  ２，６６４ １，９４４ 

減価償却費 １，０３９ １，０１５ 

２．平成２９年３月期の見通し 
・今後のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で各種政策の効果もあり、緩やかに回復し

ていくことが期待されていますが、当社グループを取り巻く環境は、海外経済の不確実性の高まり

や為替・燃油市況の予見できない変動等、グローバルな各種リスクに加え、航空業界では国内外

におけるさらなる競争激化が予想されています。 
・一方、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会に向けた訪日需要の継続的な拡大や、アジア

を中心とした経済成長に伴うアジア・太平洋地域における航空市場のさらなる発展等、今後の成長

に繋がるビジネスチャンスにも恵まれています。 
・このような状況下、ＡＮＡグループでは「２０１６～２０２０年度 ＡＮＡグループ中期経営戦略」（昨年１

月策定）を着実に実行し、コストマネジメントの徹底によるグローバルな事業環境の変化にも対応

できる強靭な経営体質と、攻めのスピード経営で、「世界のリーディングエアライングループ」を目

指してまいります。 

以上により、昨年１０月３１日に発表いたしました平成２９年３月期の連結業績見通しの見直しは

行いません。 
単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【平成２９年３月期見通し（連結業績）】 予想 前期実績 
（平成２８年３月期） 

増減 

売 上 高 １７，４００  １７，９１１ ▲５１１ 
営 業 利 益  １，４５０ １，３６４ ８５ 
経 常 利 益     １，３００      １，３０７ ▲７ 
親 会 社 株 主 に帰 属 する 
当 期 純 利 益     ８００      ７８１ １８ 

以上 


